
    
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

  

 

 

    

   

    

  

     

            

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報道報道報道報道によるとによるとによるとによると財務省財務省財務省財務省はははは、、、、一定以上一定以上一定以上一定以上のののの資産資産資産資産をををを有有有有するするするする富裕層富裕層富裕層富裕層がががが出国出国出国出国しししし非居住者非居住者非居住者非居住者となるとなるとなるとなる場合場合場合場合にににに、、、、出国出国出国出国

時時時時のののの含含含含みみみみ益益益益にににに特例的特例的特例的特例的にににに課税課税課税課税するするするする措置措置措置措置をををを講講講講じるじるじるじる方針方針方針方針をををを固固固固めためためためた。。。。早早早早ければければければければ平成平成平成平成２７２７２７２７年度税制改正年度税制改正年度税制改正年度税制改正でででで対対対対

応応応応するするするする。。。。    

租税条約上、株式等の含み益は、株式等を売却した人が居住している国に課税権があるとされ

ているが、巨額の含み益がある株式等を保有したままキャピタルゲインへの課税がない国へ出国

して非居住者となり、その後売却すると税負担の回避が可能となる。米英独仏などの先進諸国で

は、既に特例的な課税を実施。ただ、納税資金が十分でない可能性があることなどから多くの国

で延納制度や納税猶予制度が設けられているほか、出国後一定期間内に売却せず帰国した場合は

課税を免除する国もある。９月に公表されたＯＥＣＤのＢＥＰＳ行動計画の第一弾報告書では、

条約との関係で国内法が確実に適用できるよう適切な措置を講じるよう各国に勧告。特例を租税

回避防止措置（二重非課税の防止）と位置づけており、日本での改正もこの勧告に沿ったものと

なる。日本日本日本日本からキャピタルゲインからキャピタルゲインからキャピタルゲインからキャピタルゲイン非課税国非課税国非課税国非課税国へのへのへのへの永住者永住者永住者永住者はははは増加傾向増加傾向増加傾向増加傾向にありにありにありにあり、、、、シンガポールシンガポールシンガポールシンガポール、、、、香港香港香港香港、、、、

ニュージーランドニュージーランドニュージーランドニュージーランド、、、、スイスのスイスのスイスのスイスの４４４４カカカカ国国国国へのへのへのへの永住者永住者永住者永住者だけでもだけでもだけでもだけでも平成平成平成平成２５２５２５２５年年年年１０１０１０１０月時点月時点月時点月時点でででで１１１１万万万万７７７７，，，，００００００００００００    

人以上人以上人以上人以上にににに上上上上るるるる。。。。    
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H26.  １１１１１１１１／／／／１７１７１７１７（（（（月月月月）））） 

『非居住者の含み益水際で課税 租税回避防止強化へ』 

『社会保障・税番号制度でＨＰ 国税庁が開設―閲覧可能に』 

国税庁はホームページ（ＨＰ）に「社会保障・税番号制度について」を開設した。ＨＰにアク

セスすればいつでも閲覧が可能。ＨＰは「社会保障・税番号制度の目的」「今後の導入スケジュ

ール」「社会保障・税番号制度の概要」「国税庁の取組」「社会保障・税番号制度の概要につい

て、簡潔に知りたい方へ」「よくある質問（ＦＡＱ）」「税務関係書類への番号記載時期を知り

たい方へ」「関係法令」「他省庁へのリンクはこちら。」―の９項目で構成されている。 

国税庁はＨＰ上で「個人番号については、まずは社会保障分野、税分野などに利用範囲を限定

して導入される。一方、法人番号については、広く一般に公表されるものであり、官民問わず様々

な用途で活用が可能」と明記した。同制度の導入スケジュールは、平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年１０１０１０１０月月月月からからからから個人番個人番個人番個人番

号号号号・・・・法人番号法人番号法人番号法人番号のののの通知通知通知通知、、、、平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年１１１１月月月月からからからから順次順次順次順次、、、、社会保障社会保障社会保障社会保障、、、、税税税税、、、、災害対策分野災害対策分野災害対策分野災害対策分野でででで利用利用利用利用をををを開始開始開始開始するするするする。。。。

税分野税分野税分野税分野でのでのでのでの利用利用利用利用はははは「「「「番号法整備法番号法整備法番号法整備法番号法整備法」」」」にににに基基基基づきづきづきづき、、、、所得税所得税所得税所得税についてはについてはについてはについては平成平成平成平成２８２８２８２８年分年分年分年分のののの申申申申    

告書告書告書告書からからからから、、、、法人税法人税法人税法人税についてはについてはについてはについては平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年１１１１月以降月以降月以降月以降にににに開始開始開始開始するするするする事業年度事業年度事業年度事業年度にににに係係係係るるるる申告書申告書申告書申告書    

からからからから、、、、法定調書法定調書法定調書法定調書についてはについてはについてはについては同年同年同年同年１１１１月以降月以降月以降月以降のののの金銭等金銭等金銭等金銭等のののの支払支払支払支払いいいい等等等等にににに係係係係るものからるものからるものからるものから、、、、申請申請申請申請    

書等書等書等書等についてはについてはについてはについては同年同年同年同年１１１１月以降月以降月以降月以降にににに提出提出提出提出すべきものからすべきものからすべきものからすべきものから個人番号個人番号個人番号個人番号・・・・法人番号法人番号法人番号法人番号のののの記載記載記載記載がががが開開開開    

始始始始されるされるされるされる予定予定予定予定。。。。    

                    21212121世紀世紀世紀世紀をををを創造創造創造創造するするするする中小企業中小企業中小企業中小企業のベストパートナーのベストパートナーのベストパートナーのベストパートナー        〒〒〒〒460460460460----0012001200120012    名古屋市中区千代田三丁目名古屋市中区千代田三丁目名古屋市中区千代田三丁目名古屋市中区千代田三丁目 14141414番番番番 22222222号号号号    

                                                                                                                                                                        ((((葵総合税理士法人葵総合税理士法人葵総合税理士法人葵総合税理士法人))))    

                                                                                                            TELTELTELTEL：：：：(052) 331(052) 331(052) 331(052) 331----1768176817681768    FAXFAXFAXFAX：：：：(052) 332(052) 332(052) 332(052) 332----5282528252825282    

                『『『『HomepageHomepageHomepageHomepage』』』』http://www.aoihttp://www.aoihttp://www.aoihttp://www.aoi----cms.com/cms.com/cms.com/cms.com/        『『『『eeee----mailmailmailmail』』』』aoiaoiaoiaoi@aoi@aoi@aoi@aoi----cms.comcms.comcms.comcms.com        

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます。 


